
平成３１年度当初予算の概要について 

 
1 予算編成の基本方針 

 

本年度の政府予算案については、長く続いたデフレからの脱却を目指し、経済の再生を最

優先課題と位置付けたアベノミクス「三本の矢」、また平成27年10月からは一億総活躍社会

の実現を目指す「新・三本の矢」を放ち、少子高齢化という構造問題に正面から立ち向かうと

ともに、成長と分配の好循環の実現に向けた施策を推進したことにより、緩やかな景気回復

が続く中にあります、昨年6月15日、経済成長の持続を目的とし「経済財政運営と改革の基本

方針2018」、いわゆる「骨太の方針」が閣議決定され、人づくり革命の実現と生産性革命の実

現、働き方改革や人材投資の強化、幼児教育の無償化、外国人材の受け入れなどに取り組

む方針が示されました。概算要求の取りまとめが行われた後、1月8日には引き続き「経済再

生と財政健全化の両立を実現」する予算として、過去最大となる99兆4千億規模とした予算案

が閣議決定されたところです。 

その中で、地方財政計画における、一般財源については、前年度比1.0％増の62兆7千億

と、平成30年度から微増とされ、地方交付税についても、前年度比1.1％程度の増となってお

り、景気回復等による地方税や地方譲与税が伸びているという図式の中、臨時財政対策債

が前年度比18.3％減と縮減で調整されています。社会保障費関係歳出予算の増加や老朽化

が進む公共施設・公共インフラの長寿命化対策や子育て支援対策などへの対応が増加する

中で、大企業等がなく、また人口の少ない多くの地方公共団体においては、財源の多くを地

方交付税等の一般財源に依存しており、引き続き厳しい状況となっております。 

当町においても、歳入では、景気の上向きによる地方税収入の大きな伸び等が見込めな

い一方で、歳入一般財源の中で大きな比率を占める地方交付税においても、微減と見込ま

れ、地方交付税制度の本旨である自治体間の財源調整機能に依存せざるを得ない状況とな

っています。一方歳出面では、本年度、ここ数年で実施してきた学校耐震改修事業、公営住

宅建設事業等の償還による公債費の増加に加え、自立した地域を維持していくための地域・

産業振興や子育て・介護の環境整備等の急速な少子高齢化への対応、懸案事項となってい

る大雨災害に対する応急・恒久的対策、老朽化している公共インフラの長寿命化・改築等、

様々な課題に対応するための継続的な財政需要が推算され、今後の財政運営には、引き続

き中長期的な見通しに注視し、一層の自治体経営の効率化・安定化を図っていくことが緊切

となっています。 

このような状況の中、本年度の予算編成にあたっては、第6次上富良野町総合計画10カ年

の初年次となることから、最重要課題である「町一体となった人口減少の対策」に向け、新た

に掲げた６つの分野別課題へ向けた町づくりにしっかりと繋げるよう、将来の財政状況を見据

えた予算編成とし、町民との協働の視点にたった行政運営を推進するため、町民生活の実態
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をしっかり把握したうえで、各事務事業の評価・検証のもと政策の優先順位を判断し、事業の

効率的な執行を図り、それぞれの事務事業が限られた経費で最大の効果をもたらすよう、事

務事業評価制度による政策評価に基づく予算編成作業を行い、特に「地方創生に向けた地

域経済の活性化・地域資源の活用の推進」、「『すみずみまで光があたるまちづくり』を実現す

るための、戦略的・効果的予算の実現」を念頭に、目指すべきまちづくりの方向に沿って、よ

り高い行政効果を発揮することができる予算編成を進めて参りました。 

 

 

2 予算の全体像 

 

以上のような考え方に基づき予算編成を進めた結果、歳入において、町税では、悪天候に

よる農業所得の減等が見込まれる一方、家屋の新増築による固定資産税の増、税率の改正

による町たばこ税の増など、町税全体としては前年対比で若干の増と積算しました。地方交

付税及び臨時財政対策債においては、地方財政計画で示された内容を勘案するとともに、特

別交付税においては、準過疎地域の指定解除や地域おこし協力隊に対する支援や病院など

の各種事業等を考慮し、かつ、ラベンダーハイツ事業の経営安定化を図る繰出金の増、消費

税率の改正に伴う社会保障政策への財源措置、など特殊要因への対応を図るため、財政調

整基金からの繰入を行い、一般財源総額で45億9,243万円、前年対比0.3％の増（1,278万円

増）と積算しました。 

一方歳出については、枠配分方式による予算編成を継続するとともに、義務的経費につい

ては、予算計上額の精度をより高めることにより、一般財源の流動性を高め、予算の硬直化

を招かぬよう努めました。投資的事業については、事務事業評価制度に基づき、緊急性・優

先性を判断し、事前評価を経たうえで、これまで進めてきた恒久的生活支援策、健康の維持

増進策、地域経済の活性化策を引き続き確保したうえで、幼児教育無償化への対応、青少

年海外派遣育成事業、日の出公園整備、町立病院整備検討事業、複合拠点施設基本構想

策定事業、公共施設・公共インフラの経年劣化・老朽化に伴う長寿命化対策に要する費用及

び公設公営の堅持を思料し、適切な対策費を計上しました。 

これらの収支を見込んだ結果、限られた予算の中で将来の町を見据え、最大限の効果を

発揮することを基本に、各目的基金からそれぞれの支消目的に沿った繰入を行い、本年度

予算を調製しました。 

この結果、本年度の一般会計予算は、上富良野中学校整備等の補助事業が完了したこと

により、平成30年度当初予算に比べ2億2,100万円、率にして3.3％減の64億9,700万円の予算

規模となっています。 

また、一般会計、特別会計、公営企業会計を合わせた町の予算総額は、108億6,945万円

で前年対比2.5％の減（2億7,725万円減）の財政規模となっています。 
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一般会計 

【会計別予算の規模】 

(単位:千円・％) 

 

【年度別当初予算規模の推移】 

(単位:百万円) 
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区  分 平成 31 年度 平成 30 年度 増減額 増減率 

一般会計 6,497,000 6,718,000 ▲ 221,000 ▲ 3.3 

特別会計 3,117,307 3,161,970 ▲ 44,663 ▲ 1.4 

企業会計 1,255,146 1,266,729 ▲ 11,583 ▲ 0.9 

合  計 10,869,453 11,146,699 ▲ 277,246 ▲ 2.5 
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一般会計 

3 各会計予算の概要 

(1)一般会計の概要 

①歳入の状況 

【歳入款別集計表】 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

町　税 1,022,087 15.7 1,009,023 15.0 13,064 1.3

地方譲与税 116,800 1.8 116,800 1.7 0 0.0

各交付金 294,500 4.5 284,500 4.2 10,000 3.5

地方交付税 2,765,000 42.6 2,780,000 41.4 ▲ 15,000 ▲ 0.5

分担金・負担金 7,290 0.1 14,733 0.2 ▲ 7,443 ▲ 50.5

使用料・手数料 142,400 2.2 143,595 2.1 ▲ 1,195 ▲ 0.8

国庫支出金 779,263 12.0 930,937 13.9 ▲ 151,674 ▲ 16.3

道支出金 544,505 8.4 581,215 8.7 ▲ 36,710 ▲ 6.3

繰入金 232,607 3.6 140,539 2.1 92,068 65.5

繰越金 60,000 0.9 60,000 0.9 0 0.0

諸収入 178,916 2.8 176,723 2.6 2,193 1.2

町　債 293,500 4.5 426,300 6.4 ▲ 132,800 ▲ 31.2

その他 60,132 0.9 53,635 0.8 6,497 12.1

合 計 6,497,000 100.0 6,718,000 100.0 ▲ 221,000 ▲ 3.3

(単位:千円・％)

平成30年度 比較増減
科 目

平成31年度

 

 

【平成 31 年度歳入款別構成】 
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一般会計 

【自主財源・依存財源】 

金額 構成比 金額 構成比

自主財源 1,703,432 26 1,598,248 24 105,184

依存財源 4,793,568 74 5,119,752 76 ▲ 326,184

合 計 6,497,000 100 6,718,000 100 ▲ 221,000

区分 増減

(単位:千円・％)

平成31年度 平成30年度

 

自主財源について、昨年度と比較して２ポイント上がっています。これは、ラベンダーハイツ

事業の経営安定化や消費増税への対応を図るため、財政調整基金の繰入れによる増のほ

か、泉町南団地 4 号棟整備などの完了に伴う町債発行の減による依存財源の減によるもの

です。 

依然として依存財源が多くを占める脆弱な財政構造は変わっていない状況です。 

 

 

【一般財源・特定財源】 

金額 構成比 金額 構成比

一般財源 4,592,427 71 4,579,648 68 12,779

特定財源 1,904,573 29 2,138,352 32 ▲ 233,779

合 計 6,497,000 100 6,718,000 100 ▲ 221,000

区分
平成31年度 平成30年度

増減

(単位:千円・％)

 

一般財源の増については、国の地方財政計画を参考に算出し地方交付税は減となってい

ますが、ラベンダーハイツ事業の経営安定化や消費増税への対応を図るため財政調整基金

の繰入れや、ふるさと応援寄附を寄附者の意向に沿って積立てていた目的基金からの繰入

の増が主な要因となっております。また、特定財源の減については、泉町南団地 4 号棟整備

などの完了により国庫支出金、地方債の減が主な要因です。 
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一般会計 

■ 町税   

１０億２，２０８万７千円  (対前年度予算比  １，３０６万４千円  １．３％) 

 

平成３１年度の町税収入は、個人町民税（農業所得）で減を見込んでいますが、平成３０年

度課税状況に基づき法人町民税の増や軽自動車税の増を見込み、増額となっています。 

(単位:千円・％)

税　　目 平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

個人町民税 465,400 468,400 ▲ 3,000 ▲ 0.6

法人町民税 56,000 46,400 9,600 20.7

固定資産税 381,548 379,348 2,200 0.6

軽自動車税 29,574 27,545 2,029 7.4

たばこ税 81,265 79,000 2,265 2.9

入湯税 8,300 8,330 ▲ 30 ▲ 0.4

合　　計 1,022,087 1,009,023 13,064 1.3
 

 

【町税の年度別推移】 

(単位:百万円) 
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※注  平成２２年度から平成２９年度は決算額、平成３０年度は決算見込み額、平成３１年度は当初予算額 
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一般会計 

■ 地方譲与税・各交付金 

４億１，１３０万円  (対前年度予算比  １，０００万円  ２．５％) 

 

平成３１年度の地方譲与税・各交付金は、国の地方財政計画を参考に見込んでいます。 

(単位:千円・％)

平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

116,800 116,800 0 0.0

地方揮発油譲与税 34,300 34,300 0 0.0

自動車重量譲与税 82,500 82,500 0 0.0

600 600 0 0.0

2,200 2,200 0 0.0

1,000 1,000 0 0.0

220,000 210,000 10,000 4.8

52,000 52,000 0 0.0

5,000 14,000 ▲ 9,000 ▲ 64.3

12,000 3,000 9,000 300.0

減収補てん特例交付金 12,000 3,000 9,000 300.0

1,700 1,700 0 0.0

411,300 401,300 10,000 2.5

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方譲与税

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金

合　　計

科　　目

利子割交付金

配当割交付金

自動車取得税交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

 

 

消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について、平成 26 年 4 月 1 日より

５％から８％へ引き上げられ、地方消費税率についても引き上げられました。さらに平成31年

10 月から消費税率及び地方消費税率が 8%から 10%に引き上げられる予定です。 

 消費税率（国・地方）引上げの趣旨は、主として今後も増加が見込まれる「社会保障４経費」

（制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するため

の施策に要する経費をいう。）の財源確保にあることから、引上げ分の地方消費税収は「消

費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費」

に充てるものとされています。 

平成31年度 一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策の経費

(単位：千円)　

国庫支出金 道支出金 その他
地方消費税交付金

（社会保障財源化分）
その他

1,998,846 425,030 318,329 0 88,000 1,167,487

経費
特定財源

財源内訳

一般財源
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一般会計 

■ 地方交付税 

２７億６，５００万円  (対前年度予算比  ▲１５，０００万円  ▲０．５％) 

 

平成３１年度の地方交付税については、国の地方財政計画を参考に見込み、普通交付

税の振替である臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は、２９億３，５００万円で

す。(対前年度予算比 ▲４，５００万円 ▲１．５％) 

 なお、特別交付税においては、準過疎地域の指定解除に伴い、減となっています。 

(単位:千円・％)

平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

2,765,000 2,780,000 ▲ 15,000 ▲ 0.5

普通交付税 2,575,000 2,585,000 ▲ 10,000 ▲ 0.4

特別交付税 190,000 195,000 ▲ 5,000 ▲ 2.6

170,000 200,000 ▲ 30,000 ▲ 15.0

2,935,000 2,980,000 ▲ 45,000 ▲ 1.5

地方交付税

臨時財政対策債

実質的な交付税

区　　分

 

 

【地方交付税、臨時財政対策債の年度別推移】 

(単位:億円) 
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※注  平成２２年度から平成２９年度は決算額、平成３０年度は決算見込み額、平成３１年度は当初予算額 
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一般会計 

■ 国・道支出金 

◎国庫支出金は、７億７，９２６万３千円 (対前年度予算比 ▲１億５，１６７万４千円 ▲１６．３％) 

【国庫支出金】 

(単位:千円・％)

区　　分 平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

国庫支出金の計 779,263 930,937 ▲ 151,674 ▲ 16.3

(主な内訳)

障害者自立支援給付費等 189,825 183,485 6,340 3.5

教育・保育給付費負担金 141,649 143,497 ▲ 1,848 ▲ 1.3

子ども・子育て支援交付金� 16,450 14,577 1,873 12.8

東１線排水路整備 51,119 60,899 ▲ 9,780 ▲ 16.1

南部地区土砂流出対策 88,577 58,252 30,325 52.1

橋梁長寿命化修繕 39,787 39,133 654 1.7

農業経営高度化促進事業 10,896 17,149 ▲ 6,253 ▲ 36.5

演習場周辺農業用施設設置助成 48,912 22,000 26,912 122.3

町営住宅整備 0 159,000 ▲ 159,000 皆減

公営住宅等長寿命化計画策定 1,791 0 1,791 皆増

住生活基本計画策定 1,618 0 1,618 皆増

上富良野中学校防音機能復旧事業 0 18,874 ▲ 18,874 皆減

参議院議員通常選挙費 5,052 0 5,052 皆増
 

 

◎道支出金は、５億４，４５０万５千円  (対前年度予算比 ３，６７１万円  ▲６．３％) 

【道支出金】 

(単位:千円・％)

区　　分 平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

道支出金の計 544,505 581,215 ▲ 36,710 ▲ 6.3

(主な内訳)

障害者自立支援給付費等 95,389 91,900 3,489 3.8

介護サービス提供基盤等整備事業交付金 0 43,178 ▲ 43,178 皆減

教育・保育給付費負担金 92,134 88,035 4,099 4.7

北海道子ども・子育て支援交付金� 16,450 14,577 1,873 12.8

多子世帯の保育料軽減支援事業 7,513 7,513 0 0.0

農業競争力基盤強化特別対策 5,840 9,730 ▲ 3,890 ▲ 40.0

農業次世代人材投資事業 3,750 4,500 ▲ 750 ▲ 16.7

知事道議会議員選挙費 2,320 0 2,320 皆増  
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一般会計 

■ 町債 

◎町債は、２億９，３５０万円  (対前年度予算比 ▲１億３，２８０万円 ▲３１．２％) 

 臨時財政対策債は、平成３０年度から３，０００万円減の１億７，０００万円を見込んでいま

す。通常債は平成３０年度当初予算より１億１，２００万円減の 1 億２，３５０万円を見込んで

います。これは、泉町南団地４号棟整備及び社会教育総合センタートイレ改修などの完了

に伴う町債の発行の減が要因です。 

 

【年度別町債発行額の推移】                              

 (単位:百万円) 
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※注 1 平成２２年度から平成２９年度は決算額、平成３０年度は決算見込み額、平成３１年度は当初予算額 
※注２ 減収補てん債とは、普通交付税の「基準財政収入額」の算定における収入額に対し、年度途中におい

て実際の収入見込額がその額を下回る地方公共団体が、その財源補てん措置として減収見込額を限度
として発行する地方債です。 
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一般会計 

■ その他の収入 

◎繰入金は、２億３，２６０万７千円 (対前年度予算比 ９，２０６万８千円  ６５．５％) 

（※うち５千円は、他会計繰入金） 

     
(単位:千円) 

基 金 名 H31 H30 差引額 
H30 末 

残高予定額 
H31 充当事業 

国内外交流推進基金 1,640 2,580 ▲ 940 58,903 青少年海外派遣事業 1,440 

姉妹校交流事業 200 

農業振興基金 25,200 14,500 10,700 

218,183 中山間地域等直接支払 10,000 

多面的機能支払交付金事業 3,000 

道営経営体育成基盤整備 600 

北１７号道路道営農地整備事業 1,200 

島津第２地区道営農業水利施設保全合理化事業 100 

道営農村地域防災減災事業 800 

道営草地畜産基盤整備 9,500 

地域福祉基金 16,800 13,000 3,800 
160,681 母子保健費 3,000 

予防接種費 10,000 

在宅福祉推進事業 3,800 

児童生徒教育振興基金 4,662 454 4,208 

18,125 児童生徒表彰費 183 

子ほめ事業 14 

子ども読書推進事業 265 

図書整備 1,200 

外国語教育推進 500 

学校環境改善等 2,500（西小電話 1,400、

東中小整備 1,100） 

十勝岳地区振興基金 2,500 0 2,500 
67,914 観光諸行事 1,500 

PR 活動旅費 500 

「泥流地帯」映画化 500 

公共施設整備基金 89,200 105,000 ▲ 15,800 

889,411 クリーンセンター設備改修 54,300 

教員住宅改修 2,500 

鰍の沢道路ガードレール設置 5,500 

中の沢道路横断管敷設 2,800 

簡易舗装整備 17,700 

東 2 線南道路 3,900 

日の出地区導水管更新 2,500 

減債基金 0 0 0 207,172   

財政調整基金 70,000 0 70,000 524,317   

ラベンダーの里ふるさと応援基金 22,600 5,000 17,600 
41,352 オートキャンプ場バンガロー 15,000 

フリーサイト造成 3,200 

日の出公園施設改修 4,400 

基金計 232,602 140,534 92,068 2,186,058   

 

◎繰越金は、６，０００万円  (対前年度予算比 ０万円 ０．０％) 

繰越金は、決算の実績などから予算執行率を９９％に目標を定めていることから６，０００

万円を見込んでいます。 

 

◎諸収入は、１億７，８９１万６千円  (対前年度予算比 ２１９万３千円 １．２％) 

諸収入は、児童通所支援給付費の増、他市町村一般廃棄物処理料負担の増が主な要

因です。
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一般会計 

②歳出の状況 

【歳出款別集計表】 

(単位:千円・％) 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

議会費 60,342 0.9 61,747 0.9 ▲ 1,405 ▲ 2.3

総務費 830,370 12.8 708,032 10.6 122,338 17.3

民生費 1,450,823 22.3 1,452,940 21.6 ▲ 2,117 ▲ 0.1

衛生費 834,335 12.9 807,641 12.0 26,694 3.3

労働費 687 0.0 687 0.0 0 0.0

農林業費 421,437 6.5 378,120 5.6 43,317 11.5

商工費 178,469 2.8 178,330 2.7 139 0.1

土木費 729,274 11.2 1,005,212 15.0 ▲ 275,938 ▲ 27.5

教育費 292,866 4.5 457,860 6.8 ▲ 164,994 ▲ 36.0

公債費 761,612 11.7 744,578 11.1 17,034 2.3

給与費 916,785 14.1 902,853 13.4 13,932 1.5

予備費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

合　計 6,497,000 100.0 6,718,000 100.0 ▲ 221,000 ▲ 3.3

比較増減平成３１年度
科　目

平成３０年度

 

 

【平成３１年度歳出款別構成】 
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一般会計 

◎主な款別歳出の増減 

■ 議会費 

６，０３４万２千円  (対前年度予算比  ▲１４０万５千円  ▲２．３％) 

 議会議員研修の減により、減となっています。 

■ 総務費 

８億３，０３７万円  (対前年度予算比  1 億２，２３３万８千円  １７．３％) 

 平成３０年に経験した大規模停電に対応するため、避難所となる社会教育総合センターの

自家発電設備の整備などにより、増となっています。 

■ 民生費 

１４億５，０８２万３千円  (対前年度予算比  ▲２１１万７千円  ▲０．１％) 

 障害者福祉サービスに係る介護給付費、認定こども園施設型給付などの社会保障費は増

となっていますが、保健福祉総合センターの屋上防水改修、グループホーム整備に対する補

助の完了により、減となっています。 

■ 衛生費 

８億３，４３３万５千円  (対前年度予算比  ２，６６９万４千円  ３．３％) 

 クリーンセンター施設改修の増、生活灯のLED改修に対する補助の実施などにより、増とな

っています。 

■ 労働費 

６８万７千円  (対前年度予算比  同額  ０．０％) 

■ 農林業費 

４億２，１４３万７千円  (対前年度予算比  ４，３３１万７千円  １１．５％) 

 防衛施設周辺農業施設設置整備事業の増、道営農業基盤整備事業等の増のほか、富良

野広域で実施する道営草地畜産基盤整備事業に対する負担の増により、増となっています。 

■ 商工費 

１億７，８４６万９千円  (対前年度予算比  １３万９千円  ０．１％) 

 中小企業融資資金は減となっていますが、地域おこし協力隊（観光推進員）の設置や十勝

岳ジオパーク協議会負担の増などにより、増となっています。 

■ 土木費 

７億２，９２７万４千円  (対前年度予算比  ▲２億７，５９３万８千円  ▲２７．５％) 

 泉町南団地４号棟の整備の完了、橋梁長寿命化修繕事業の減などにより、減となっていま

す。 

■ 教育費 

２億９，２８６万６千円  (対前年度予算比  ▲１億６，４９９万４千円  ▲３６．０％) 

上富良野中学校の外構整備、上富良野中学校講堂及び社会教育総合センタートイレの洋式

化改修など事業の完了により、減となっています。 
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一般会計 

■ 公債費 

７億６，１６１万２千円  (対前年度予算比  １，７０３万４千円  ２．３％) 

 元金償還金については、平成 28 年の災害復旧事業、上富良野中学校耐震改修事業など

の償還により、増となっています。 

■ 給与費 

９億１，６７８万５千円  (対前年度予算比  １，３９３万２千円  １．５％) 

 平成３０年度の人事院勧告を反映した給与改定及び３年毎に清算される退職手当組合負

担の増により、増となっています。 

 

 

【歳出款別比較】 

(単位:百万円) 
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一般会計 

【歳出性質別集計表】 

(単位:千円・％) 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

人件費 1,063,886 16.4 1,047,746 15.6 16,140 1.5

扶助費 1,040,387 16.0 1,033,089 15.3 7,298 0.7

公債費 761,457 11.7 744,266 11.1 17,191 2.3

物件費 1,065,619 16.4 995,752 14.8 69,867 7.0

維持補修費 40,632 0.6 34,175 0.5 6,457 18.9

補助費等 1,161,033 17.9 1,205,059 17.9 ▲ 44,026 ▲ 3.7

繰出金 590,251 9.1 540,979 8.0 49,272 9.1

出資金・貸付金 89,700 1.3 93,455 1.4 ▲ 3,755 ▲ 4.0

投資的事業費 664,026 10.2 1,003,470 14.9 ▲ 339,444 ▲ 33.8

その他 20,009 0.3 20,009 0.3 0 0.0

合　計 6,497,000 99.9 6,718,000 99.8 ▲ 221,000 ▲ 3.3

比較増減
科　目

平成31年度 平成30年度

 

 

【平成３１年度歳出性質別構成】 

人件費

16%

扶助費

16%

公債費

12%投資的事業費

10%

物件費

17%

維持補修費

1%

補助費等

18%

繰出金

9%

出資金・貸付金

1%

その他

0%

義務的

経費

44%

投資的

経費

10%

その他

の経費

46%

 

- 15 -



 

一般会計 

■ 義務的経費 

◎義務的経費は、２８億６，５７３万円 (対前年度予算比 ４，０６２万９千円 １．４％) 

 人件費は人事院勧告を反映した給与改定や退職手当組合負担の増などにより、１．５％の

増となっています。扶助費については、障害福祉サービスに係る給付の増、認定こども園施

設型給付の増などにより、０．７％の増となっています。また、公債費については、近年集中

的に整備を行ってきた公営住宅や上富良野中学校改修、災害復旧事業の償還開始に伴い２．

３％の増となっています。 

 

◎一般会計総額に対する義務的経費の割合 ４４．２％ (対前年度予算比 ２．１％) 

【義務的経費】 

(単位:千円) 

科 目 平成 31 年度 平成 30 年度 増減額 増減率 

人件費 1,063,886 1,047,746 16,140 1.5 

扶助費 1,040,387 1,033,089 7,298 0.7 

公債費 761,457 744,266 17,191 2.3 

合  計 2,865,730 2,825,101 40,629 1.4 

 

【義務的経費の年度別推移】 

(単位:百万円) 
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※注  平成２２年度から平成２９年度は決算額、平成３０年度は決算見込み額、平成３１年度は当初予算額 
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一般会計 

■ 投資的経費 

◎投資的経費は、６億６，４０２万６千円 (対前年度予算比  ▲３億３，９４４万４千円 ▲３３．８％) 

 投資的経費は南部土砂流出対策事業の事業量の減や泉町南団地４号棟整備、上富良野

中学校及び社会教育総合センタートイレ改修の完了などにより、全体で３億３，９４４万４千円

の減となっています。 

 

【投資的経費】 

(単位:千円・％)     

平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

664,026 1,003,470 ▲ 339,444 ▲ 33.8

補　助 316,317 677,686 ▲ 361,369 ▲ 53.3

単　独 347,709 325,784 21,925 6.7

664,026 1,003,470 ▲ 339,444 ▲ 33.8

科　目

普通建設事業

合　　計
 

 

【投資的経費の年度別推移】 

(単位:百万円) 
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※注  平成２２年度から平成２９年度は決算額、平成３０年度は決算見込み額、平成３１年度は当初予算額 
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一般会計 

■ その他の経費 

◎物件費は、１０億６，５６１万９千円 対前年度予算比 ６，９８６万７千円 ７．０％) 

全国瞬時警報システム更新が完了により減となりましたが、町道維持車輌の更新やふるさ

とモニター事業などに要する費用を計上し、平成３０年度に比べて６，９８６万７千円の増とな

っています。 

◎維持補修費は、４，０６３万２千円 対前年度予算比 ６４５万７千円  １８．９％) 

日の出公園休憩舎トイレの改修、丘町会館屋根・外壁改修の実施などにより、平成３０年

度に比べて６４５万７千円の増となっています。 

◎補助費等は、１１億６，１０３万３千円 対前年度予算比 ▲４，４０２万６千円 ▲３．７％) 

商工業者持続化補助の拡充、生活灯の LED 化に対する省エネ型生活灯補助などを増とな

りましたが、平成３０年度に整備したグループホーム整備事業に対する補助費が減となり、平

成３０年度に比べて４，４０２万６千円の減となっています。 

◎出資金、貸付金は、８，９７０万円 対前年度予算比 ▲３７５万５千円 ▲４．０％) 

出資金は、病院会計において特定防衛施設周辺整備調整交付金を財源とした医療機器な

どの整備の増により、平成３０年度に比べて２２９万２千円の増となっています。 

貸付金は、平成３０年の低温長雨による経営維持資金借り入れに対する利子補給が増と

なっていますが、中小企業融資資金の減により、平成３０年度に比べて６０４万７千円の減と

なっています。 

◎繰出金は、５億９，０２５万１千円 対前年度予算比 ４，９２７万２千円 ９．１％) 

ラベンダーハイツ事業特別会計に対する経営安定化対策や老朽する施設の改修等の増

などにより、平成３０年度に比べて４，９２７万２千円の増となっています。 

(単位:千円) 

会 計 名 H31 H30 比  較 摘   要 

国民健康保険 
特別会計 

127,937 128,688 ▲ 751 
保険基盤安定▲1,865（国保税軽減分▲1,960、財政安定
化支援 95） 職員給与費等 592 出産育児一時金等 280 
出産支援▲30 特定健診 402 事務費▲130  

後期高齢者医療 
特別会計 

50,118 49,316 802 保険基盤安定 397 重症化予防 1,748 事務費▲1,343 

介護保険特別会計 165,849 162,086 3,763 
介護給付費 3,468 地域支援事業▲643 職員給与 1,295 
事務費▲480 利用者負担軽減負担 123 

ラベンダーハイツ 
事業特別会計 

52,398 10,838 41,560 
経営安定化対策44,000（通常28,000、移行期16,000） 施
設整備 2,000 児童手当 100 企業債元利 
▲4,540 

簡易水道事業 
特別会計 

44,390 46,147 ▲ 1,757 元利償還 2,158 収支不均衡調整▲3,915 

公共下水道事業 
特別会計 

149,559 143,904 5,655 
元利償還 5,488 不明水 2,474 雨水処理▲1,847 受益
者負担▲460 

合 計 590,251 540,979 49,272   
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一般会計 

③地方債及び積立金現在高の状況 

■ 地方債現在高 

 平成３１年度末の地方債の残高予定額は、８１億４，７６２万９千円で平成３０年度と比較し

て４億１，１２５万円減少しています。 

(単位:千円) 

H30 末現在高予定額 H31 地方債発行予定額 H31 元金償還額 H31 末現在高予定額 

8,558,879 293,500 704,750 8,147,629 

 

【地方債現在高の年度別推移】 

(単位:億円) 

70.0

72.0

74.0
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78.0

80.0

82.0

84.0
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88.0
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78.5 

76.2 75.5 

81.7 
79.6 
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84.1 

86.4 85.6 

81.5 

 

※注 平成２２年度から平成２９年度までは確定額、平成３０年度、平成３１年度は予定額 
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一般会計 

■ 積立金現在高 

 平成３１年度末の積立金現在高予定額は、１９億５，３４６万５千円で平成３０年度と比較し

て２億３，２５９万３千円減少しています。 

 これは平成３１年度中に、財政調整基金７，０００万円、公共施設整備基金８，９２０万円、地

域福祉基金１，６８０万円、農業振興基金２，５２０万円、ラベンダーの里ふるさと応援基金２，

２６０万円など合計で２億３，２６０万２千円支消することによるものです。 

(単位:千円)    

種　　類
H30末現在高

予定額

H31支消

予定額

H31積立

予定額

H31末現在高

予定額

財政調整基金 524,317 70,000 1 454,318

減債基金 207,172 0 1 207,173

特定目的基金 1,454,569 162,602 7 1,291,974

合　　計 2,186,058 232,602 9 1,953,465
 

 

【積立金現在高の年度別推移】 

(単位:億円) 
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2.1 2.1 
2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 

2.1 

15.4 15.1 15.6 

19.1 

14.6 15.1 15.3 15.5 14.6 
12.9 

特定目的基金

減債基金

財政調整基金

 

※注 平成２２年度から平成２９年度までは確定額、平成３０年度、平成３１年度は予定額 
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特別会計 

(２)特別会計の概要 

①国民健康保険特別会計 

◎総額 １１億９，９０７万１千円 対前年度予算比 ▲２，４６０万１千円 ▲２．０％) 

 国民健康保険特別会計は、平成３０年度から国民健康保険制度が改正され都道府県を単

位とした広域運営となりました。北海道が示す標準保険税率を参考にし、経済の厳しい状況

を見据えながら保険税収入の適正な把握に努め、保険給付費、後期高齢者支援金及び介護

給付費納付金等の費用とのバランスを図りました。 

 

②後期高齢者医療特別会計 

◎総額 １億４，５９６万３千円 対前年度予算比 ３７万８千円 ０．３％) 

 後期高齢者医療特別会計は、重症化予防推進事業の取り組みにより、増額となっていま

す。 

 

③介護保険特別会計 

◎総額 １０億４２８万８千円 対前年度予算比 ２，８９２万６千円 ３．０％) 

 介護保険特別会計は、高齢者数、高齢化率は増加しており、若年期からの特定健診、介護

予防等の効果はあるものの、要介護者数、認定率とも昨年度より増加する見込みであること

から、平成３１年度においては、介護給付費の増を見込んでいます。 

 また、要支援者の多様なニーズに対するサービスの拡充を図り、認知症予防、重症化予防

を推進することで安心して在宅生活を送れるよう努めます。 

 

④ラベンダーハイツ事業特別会計 

◎総額 ３億２，２７０万９千円 対前年度予算比 ４，３８８万２千円 １５．７％) 

 ラベンダーハイツ事業特別会計は、平成２７年度介護報酬改定による給付費の減少などに

より、平成２８年度において赤字となったことから、平成２９年度からは運営安定化のため一

般会計から繰入金を増額してきました。平成３１年度においても引き続き介護サービスの質

の向上などに取り組み、稼働率、利用率を向上させ効率的な運営バランスを図ります。 

 また、特定防衛施設周辺整備調整交付金を財源とし、老朽した施設の改修を行います。 

 

⑤簡易水道事業特別会計 

◎総額 ８，２４８万２千円 対前年度予算比 ３６万５千円 ０．４％) 

 簡易水道事業特別会計は、町水道未普及地区の解消のための西部地区配水管布設工事

の経費を計上し、増額となっています。 

 

⑥公共下水道事業特別会計 

◎総額 ３億６，２７９万４千円 対前年度予算比 ▲９，３６１万３千円 ▲２０．５％) 

 公共下水道事業特別会計は、第２期浄化センター更新事業に基づく設備の更新に要する

費用の減などにより、減となっています。 
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公営企業 

(２)公営企業会計の概要 

①水道事業会計 

◎収益的収支 １億６，８６８万２千円 対前年度予算比 ▲２０５万円 ▲１．２％) 

 収益的収支は、給水戸数、給水量の減により料金収入減を見込んでいます。 

◎資本的収支 １億１，５９９万７千円 対前年度予算比 ▲８５７万７千円 ▲６．９％) 

 資本的収支は、量水器取替の減により、減額となっています。 

 

②病院事業会計 

◎収益的収支 ９億４，８４７万４千円 対前年度予算比 ▲３５４万８千円 ▲０．４％) 

 収益的収支は、警備委託等が増となりましたが、材料費の実績見込み等から減額となって

います。 

◎資本的収支２，１９９万３千円 対前年度予算比 ２５９万２千円 １３．４％) 

 資本的収支では、建設改良費において特定防衛施設周辺整備調整交付金を財源とした医

療機械購入の増、データ提出加算システムの整備費用を計上したことなどにより、増額となっ

ています。 

 

【特別会計・公営企業会計年度別当初予算額の推移】 

(単位百万円) 
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